
 

 

 

人口動態及び世帯数調査について 

 

８月５日、総務省より、「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数調査」が公開され

ました。 

ご周知の通り、少子高齢化が加速度的に進んでいます。そのような中、不動産市況には総人

口だけではなく、年齢階級別人口や世帯数の推移、外国人の数等が大きく影響してくると考

えます。 

今回は、人口の推移と世帯数からみていきます。 

 

【人口と世帯数の推移】 

 ご周知の通り全国的な人口の減少は変わらず、前年度に比べ約 30 万人（0.24％）の減少

となりました。8 月 5 月に各都道府県の人口動態が公開されましたが、香川県では約 6 千人

（0.61％）の減少です。増加していた都道府県は、関東圏、大阪、滋賀、沖縄の 7 県です。

中四国地方では人口の増加傾向はみられませんでした。 

 一方で、世帯数は緩やかながら増加傾向です。全国世帯数約は平成 31 年度の 58,527,117

世帯から、令和 2 年の 59,071,519 世帯へ 544,402 世帯の増加です。香川県でも 441,030 世

帯から 443,745 世帯へ 2,715 世帯の増加が見られます。 

【不動産市況への影響】 

世帯数の増加から、各世帯の人数が減り、1～2 世帯向けの住宅の需要がより高まると予

想できます。一方で、人口の減少が今後も続くと、世帯数の増加にも限界がきます。2009 年

までは増加率 1％を上回っていましたが、2010 年以降 1％を切り、2019 年には 0.67％増に

とどまっています。香川県では生産人口が、2010 年に 60.74％ですが、2040 年予想では

51.77％に下落する将来推計が総務省統計局「国勢調査」に出展されています。 

現在、活用にお悩みの不動産がございましたら、なるべく早期の売却をお勧めいたします。 

【最後に】 

人口の減少は大きな課題ですが、解決できるものではありません。その中でご所有の不動産

の価値を最大限活かし、活用していくのか、出来る限りのお手伝いをさせて頂ければ幸いで

す。 


